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平成１４年

■ 東海地震対策についての検討の流れ
平成１５年

３月10月 11月 12月 １月７月 ８月

    ■被害想定の実施（予知有無）
   　  ・地震動による建物全壊数
     　・火災焼失家屋数、津波被害
   　　・人的被害（死者数、負傷者数）
   　　・交通施設、ﾗｲﾌﾗｲﾝの被害
   　　・その他（帰宅困難者等）　等

専門調査会の開催
予定

東海地震対策の
現状評価

現状の東海地震
対策の課題
強化地域の拡大
に伴う課題

被害想定の実施

東海地震対策のあ
り方検討

関係機関等へのヒアリング実施

■対策の現状評価等（観測体制、警戒避難、予防対策等）

　＜検討のポイント＞
　・警戒宣言時の対応を個々に取り上げ、妥当な対応かどうか吟味
　　　（強化地域一律の対応か、地域の判断とするか等も含め）
　・観測情報、警戒宣言について、住民の情報の捉え方も含め、情報提供のあり方
検討
　・予防対策については、整備状況の把握と対策効果について整理

拡大に伴う課題整理
　・広域対応
　・津波災害
　・都市での課題　等

■シナリオ型被
害想定
　
・発災後の時間経
過に伴う被害等の
想定

（関連する検討）

観測情報発出等の初動対応の検討（内閣官房、内閣府他）

報告書案の検討

長周期の地震動の影響及び対策についての検討

随
時
報
告

随
時
報
告

■東海地震対策のあり方について
　①観測等体制のあり方
　②予防対策（地震防災緊急整備事業等）のあり方
　③避難・警戒体制のあり方
　　（最も妥当な避難・警戒体制について、観測情報時等の体制等）
　※上記以外の対策のあり方
　　　・発災後の広域応援体制について
　　　・住民意識の向上、企業との連携　等

被害想定の検証

政府の初動対応

長周期地震動

各種防災計画検討

地震防災対策基本計画の見直し、
地震防災強化計画の見直し　等
必要な制度面の見直しを検討     (１５年度以降)

■東海地震対策に関する課題を整理
　・広域災害に対する実践的な対応の必要性
　・警戒宣言時の個々の対応のあり方整理
　・強化地域外も含めた地域全体の対応課題
　・予防対策全体のプログラム明確に
　・大都市部等地域特有の課題を整理
　・津波、液状化等要因別の課題を整理

随
時
報
告

防災訓練
での検証

新たに強化地域となった地域における
地震防災強化計画（公共機関）、地震防災応急計画（事業所等）の策定
（現行制度に基づき計画策定→今後、制度見直しの際は修正）

資料４


